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県内市町村の健全化判断比率及び資金不足比率について 
  

平成23年度決算に基づいて算定された県内市町村の健全化判断比率及び資金不足比率は、

次のとおりです。 

健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率については、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来

負担比率の４指標とも、早期健全化基準以上である市町村はありませんでした４指標とも、早期健全化基準以上である市町村はありませんでした４指標とも、早期健全化基準以上である市町村はありませんでした４指標とも、早期健全化基準以上である市町村はありませんでした。 

資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率についても、経営健全化基準以上である公営企業はありませんでした。経営健全化基準以上である公営企業はありませんでした。経営健全化基準以上である公営企業はありませんでした。経営健全化基準以上である公営企業はありませんでした。 

県としては、健全化判断比率等を活用して、市町村における財政運営の健全化・住民への

財政情報の公表が一層推進されるよう、市町村行財政コンサルティング等を通じて必要な助

言を行って参ります。 
 
 

１ 健全化判断比率及び資金不足比率の状況                         

 (１) 健全化判断比率 

区分 本県市町村 
早期健全化

基準 
財政再
生基準 

解説 

実質赤字比率 － 
財政規模に応じ 

11.25～15％ 
20％ 

一般会計等を対象とした実質赤字額の標

準財政規模に対する比率 

連結実質赤字比率 － 
財政規模に応じ 

16.25～20％ 
30％ 

全会計を対象とした実質赤字額又は資金

の不足額の標準財政規模に対する比率 

実質公債費比率 
最高で

18.0％ 
25％ 35％ 

一般会計等が負担する元利償還金及び準

元利償還金の標準財政規模に対する比率 

将来負担比率 
最高で 

168.0％ 
350％ － 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負

債の標準財政規模に対する比率 

 

ア 実質赤字比率・連結実質赤字比率  

赤字を生じている市町村はなかった。 

 

イ 実質公債費比率 

前年度と比較し、33市町村中26市町村で比率が改善しており、県平均（単純平均）で0.9

ポイント低下している。（H22決算 14.3％→H23決算 13.4％） 

なお、地方債発行に当たり知事の許可を要する18％以上の団体は前年度から４市町減少

し、１市となっている。（今回非該当となったのは、奥州市、岩手町、花巻市及び平泉町） 

 

ウ 将来負担比率 

前年度と比較し、33市町村中29市町村で比率が改善しており、県平均（単純平均）で20.2

ポイント低下している。（H22決算 96.4％→H23決算 76.2％） 

なお、平成23年度に交付した東日本大震災津波復興基金市町村交付金（本県市町村分210
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億円）は、将来の復興財源の一部を一括で交付したものであり、将来負担比率を一時的に

低減させているため、当該交付金を除外して算定すると、県平均（単純平均）で84.0％と

なり、前年度と比較し12.4ポイント低下している。 

 

(２) 資金不足比率 

全ての公営企業（147特別会計）で経営健全化基準（20％以上）を下回っているが、１

市１特別会計で資金不足（北上市 工業団地造成事業：7.9％）を生じている。 
 
 
 

２ 内陸・沿岸市町村別の比率  

内陸・沿岸市町村別の平均でみると、比率はどちらも改善している。ただし、沿岸市町村

の実質公債費比率については、震災による公営企業（上・下水道など）の減収に伴い、一般

会計から公営企業に対する繰入れが増加したこと等によって、内陸部よりも比率の減少幅が

小さくなっている。 

また、沿岸市町村の将来負担比率については、震災に伴う寄附金などを基金に積み立てた

こと等によって、復興基金を除いた場合でも内陸部よりも比率の減少幅が大きくなっている。 
 
 

 実質公債費比率（％） 将来負担比率（％） 

H24（A） H23（B） A － B H24（A） 
 

H23（B） A － B 
 

復興基金除き (A’) A’－ B 

内陸 13.7 14.8 △1.1 88.1 (88.5) 96.9 △8.8 △8.4 

沿岸 12.9 13.3 △0.4 55.6 (76.3) 95.6 △40.0 △19.3 

県全体 13.4 14.3 △0.9 76.2 (84.0) 96.4 △20.2 △12.4 

※ 内陸市町村：沿岸市町村を除く21市町村 

 沿岸市町村：宮古市,大船渡市,久慈市,陸前高田市,釜石市,大槌町,山田町,岩泉町,田野畑村,普代村, 

野田村及び洋野町の12市町村 
 
 
 

３ 今後の対応等  
 

(１) 市町村においては、東日本大震災津東日本大震災津東日本大震災津東日本大震災津波からの復旧・復興に加え、人口減少・少子高齢波からの復旧・復興に加え、人口減少・少子高齢波からの復旧・復興に加え、人口減少・少子高齢波からの復旧・復興に加え、人口減少・少子高齢

化の進行や、住民ニーズの多様化・高度化など、変化の激しい社会経済情勢に適切に対化の進行や、住民ニーズの多様化・高度化など、変化の激しい社会経済情勢に適切に対化の進行や、住民ニーズの多様化・高度化など、変化の激しい社会経済情勢に適切に対化の進行や、住民ニーズの多様化・高度化など、変化の激しい社会経済情勢に適切に対

応していくため、中長期的な財政見通しの下、将来に向けて持続可能な財政運営を行っ応していくため、中長期的な財政見通しの下、将来に向けて持続可能な財政運営を行っ応していくため、中長期的な財政見通しの下、将来に向けて持続可能な財政運営を行っ応していくため、中長期的な財政見通しの下、将来に向けて持続可能な財政運営を行っ

ていく必要ていく必要ていく必要ていく必要がある。  
 

(２) 県としては、健全化判断比率等を活用して、市町村における財政運営の健全化や住民市町村における財政運営の健全化や住民市町村における財政運営の健全化や住民市町村における財政運営の健全化や住民

への財政情報の公表が一層推進されるよう、市町村行財政コンサルティング等を通じてへの財政情報の公表が一層推進されるよう、市町村行財政コンサルティング等を通じてへの財政情報の公表が一層推進されるよう、市町村行財政コンサルティング等を通じてへの財政情報の公表が一層推進されるよう、市町村行財政コンサルティング等を通じて

必要な助言必要な助言必要な助言必要な助言を行っていく。 

 



健全化判断比率の状況

(１)　実質赤字比率 (２)　連結実質赤字比率

Ｈ24
(H23決算）

Ｈ23
(H22決算）

Ｈ24
早期健全
化基準

Ｈ24
財政再生

基準

Ｈ24
(H23決算）

Ｈ23
(H22決算）

Ｈ24
早期健全
化基準

Ｈ24
財政再生

基準

1 盛岡市 - - 11.25 1 盛岡市 - - 16.25

2 宮古市 - - 12.56 2 宮古市 - - 17.56

3 大船渡市 - - 13.16 3 大船渡市 - - 18.16

4 花巻市 - - 11.83 4 花巻市 - - 16.83

5 北上市 - - 12.31 5 北上市 - - 17.31

6 久慈市 - - 13.08 6 久慈市 - - 18.08

7 遠野市 - - 13.16 7 遠野市 - - 18.16

8 一関市 - - 11.41 8 一関市 - - 16.41

9 陸前高田市 - - 14.01 9 陸前高田市 - - 19.01

10 釜石市 - - 13.27 10 釜石市 - - 18.27

11 二戸市 - - 13.30 11 二戸市 - - 18.30

12 八幡平市 - - 13.01 12 八幡平市 - - 18.01

13 奥州市 - - 11.55 13 奥州市 - - 16.55

14 雫石町 - - 14.28 14 雫石町 - - 19.28

15 葛巻町 - - 15.00 15 葛巻町 - - 20.00

16 岩手町 - - 14.68 16 岩手町 - - 19.68

17 滝沢村 - - 13.41 17 滝沢村 - - 18.41

18 紫波町 - - 13.64 18 紫波町 - - 18.64

19 矢巾町 - - 14.27 19 矢巾町 - - 19.27

20 西和賀町 - - 15.00 20 西和賀町 - - 20.00

21 金ケ崎町 - - 14.74 21 金ケ崎町 - - 19.74

22 平泉町 - - 15.00 22 平泉町 - - 20.00

23 住田町 - - 15.00 23 住田町 - - 20.00

24 大槌町 - - 15.00 24 大槌町 - - 20.00

25 山田町 - - 14.96 25 山田町 - - 19.96

26 岩泉町 - - 14.56 26 岩泉町 - - 19.56

27 田野畑村 - - 15.00 27 田野畑村 - - 20.00

28 普代村 - - 15.00 28 普代村 - - 20.00

29 軽米町 - - 15.00 29 軽米町 - - 20.00

30 野田村 - 9.56 15.00 30 野田村 - 5.90 20.00

31 九戸村 - - 15.00 31 九戸村 - - 20.00

32 洋野町 - - 14.08 32 洋野町 - - 19.08

33 一戸町 - - 14.90 33 一戸町 - - 19.90

平均(単純) - - - - 平均(単純) - - - -

＊早期健全化基準は、標準財政規模により算定するため、市町村によってその値が異なること。
＊野田村の平成22年度決算の赤字は、東日本大震災津波により一般会計において国庫支出金等に収入未済が生じたこと
　によるもの。

連結実質赤字比率　（％）

市町村名 市町村名

実質赤字比率　（％）

20.00 30.00

３



(３)　実質公債費比率 (４)　将来負担比率

＜比率が高い順＞ ＜比率が高い順＞

H24（A'）
復興基金を

除く
（Ａ'）-（Ｂ）

1 陸前高田市 18.0 18.2 △ 0.2 1 奥州市 168.0 (168.2) 179.2 △ 11.2 △ 11.0

2 奥州市 17.8 19.9 △ 2.1 2 久慈市 153.6 (157.4) 167.2 △ 13.6 △ 9.8
3 岩手町 17.6 18.4 △ 0.8 3 矢巾町 149.7 (150.3) 156.3 △ 6.6 △ 6.0
4 花巻市 16.1 18.2 △ 2.1 4 北上市 149.1 (150.2) 157.5 △ 8.4 △ 7.3
5 一関市 15.9 16.8 △ 0.9 5 一関市 140.3 (140.3) 143.0 △ 2.7 △ 2.7
5 金ケ崎町 15.9 15.5 0.4 6 金ケ崎町 132.3 (132.3) 164.1 △ 31.8 △ 31.8
7 矢巾町 15.6 16.3 △ 0.7 7 盛岡市 115.2 (115.5) 117.0 △ 1.8 △ 1.5
7 平泉町 15.6 18.2 △ 2.6 8 花巻市 111.8 (112.1) 120.9 △ 9.1 △ 8.8
9 久慈市 15.5 15.8 △ 0.3 9 雫石町 108.7 (109.3) 117.1 △ 8.4 △ 7.8

10 普代村 15.2 16.0 △ 0.8 10 岩手町 102.6 (102.6) 109.4 △ 6.8 △ 6.8
11 二戸市 14.7 15.9 △ 1.2 11 二戸市 98.0 (98.5) 105.1 △ 7.1 △ 6.6
12 北上市 14.2 12.5 1.7 12 西和賀町 94.4 (95.2) 105.3 △ 10.9 △ 10.1
12 紫波町 14.2 16.8 △ 2.6 13 大船渡市 92.6 (115.4) 143.8 △ 51.2 △ 28.4
14 軽米町 13.7 14.9 △ 1.2 14 釜石市 88.8 (122.3) 131.0 △ 42.2 △ 8.7
15 盛岡市 13.6 13.3 0.3 15 軽米町 85.2 (86.0) 98.3 △ 13.1 △ 12.3
15 山田町 13.6 14.5 △ 0.9 16 紫波町 83.2 (83.7) 86.6 △ 3.4 △ 2.9
17 西和賀町 13.4 14.8 △ 1.4 17 遠野市 82.1 (82.1) 78.7 3.4 3.4
18 雫石町 13.3 14.6 △ 1.3 18 普代村 82.0 (89.0) 63.4 18.6 25.6
19 八幡平市 13.0 14.4 △ 1.4 19 平泉町 76.5 (76.5) 88.4 △ 11.9 △ 11.9
20 宮古市 12.9 14.2 △ 1.3 20 陸前高田市 75.9 (136.5) 150.6 △ 74.7 △ 14.1
21 一戸町 12.4 12.4 - 21 洋野町 72.4 (72.4) 81.6 △ 9.2 △ 9.2
22 釜石市 12.1 11.9 0.2 22 宮古市 66.9 (88.4) 109.9 △ 43.0 △ 21.5
23 遠野市 11.8 13.0 △ 1.2 23 滝沢村 55.5 (56.0) 54.3 1.2 1.7
23 大槌町 11.8 10.1 1.7 24 一戸町 54.8 (55.5) 77.2 △ 22.4 △ 21.7
25 大船渡市 11.7 11.3 0.4 25 田野畑村 34.4 (47.7) 59.4 △ 25.0 △ 11.7
26 洋野町 11.5 12.9 △ 1.4 26 八幡平市 29.4 (30.0) 41.6 △ 12.2 △ 11.6
27 田野畑村 11.4 11.6 △ 0.2 27 葛巻町 12.6 (13.3) 18.1 △ 5.5 △ 4.8
28 岩泉町 11.2 11.6 △ 0.4 28 住田町 - - - - -
28 九戸村 11.2 13.7 △ 2.5 28 大槌町 - (65.8) 83.8 △ 83.8 △ 18.0
30 葛巻町 11.1 13.1 △ 2.0 28 山田町 - (20.4) 99.6 △ 99.6 △ 79.2
31 野田村 9.4 11.5 △ 2.1 28 岩泉町 - - 38.6 △ 38.6 △ 38.6
32 滝沢村 9.0 10.1 △ 1.1 28 野田村 - - 17.8 △ 17.8 △ 17.8
33 住田町 7.4 8.2 △ 0.8 28 九戸村 - - 15.8 △ 15.8 △ 15.8

平均（単純） 13.4 14.3 △ 0.9 平均（単純） 76.2 (84.0) 96.4 △ 20.2 △ 12.4

内陸 13.7 14.8 △ 1.1 内陸 88.1 (88.5) 96.9 △ 8.8 △ 8.4

沿岸 12.9 13.3 △ 0.4 沿岸 55.6 (76.3) 95.6 △ 40.0 △ 19.3

＜内陸・沿岸別平均（単純）＞ ＜内陸・沿岸別平均（単純）＞

＊　内陸市町村：次の沿岸市町村を除く21市町村
　　 沿岸市町村：宮古市,大船渡市,久慈市,陸前高田市,釜石市,大槌町,山田町,岩泉町,田野畑村,普代村,野田村及び洋野町
 　の12市町村

Ｈ23（Ｂ）
(H22決算）

（Ａ）-（Ｂ）

将来負担比率　(％)実質公債費比率　(％)

市町村名 Ｈ24（Ａ）
（H21～23

決算の平均値）

Ｈ23（B）
（H20～22

決算の平均値）
（Ａ）-（Ｂ）

Ｈ24（Ａ）
(H23決算）

市町村名

・ 地方債の許可制移行基準 18％ 

・ 早期健全化基準        25％ 

・ 財政再生基準         35％ 

・早期健全化基準 350％ 

４



資金不足比率の状況

1 盛岡市 6

2 宮古市 7

3 大船渡市 5

4 花巻市 5

5 北上市 5 工業団地造成事業会計 7.9
工業団地造成事業会計 17.6
宅地造成事業会計 17.0

6 久慈市 4

7 遠野市 3

8 一関市 8

9 陸前高田市 4

10 釜石市 6

11 二戸市 4

12 八幡平市 5

13 奥州市 8

14 雫石町 4

15 葛巻町 3

16 岩手町 3

17 滝沢村 3

18 紫波町 2

19 矢巾町 3

20 西和賀町 5

21 金ケ崎町 4

22 平泉町 4

23 住田町 2

24 大槌町 4

25 山田町 4

26 岩泉町 4

27 田野畑村 3

28 普代村 3

29 軽米町 2

30 野田村 5

31 九戸村 4

32 洋野町 7

33 一戸町 6

市町村小計 145

奥州金ケ崎行政組合 1

岩手中部広域水道企業団 1

合　　　　計 147 １公営企業 ２公営企業

Ｈ23　（％）
（H22決算）

Ｈ24
公営企業数

市町村・
一部事務組合名

Ｈ24　（％）
（H23決算）

【将来負担比率の低い市町村】 

・ 地方債の許可制移行基準  10％ 

・ 経営健全化基準        20％    

５


